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１.学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

 

１．１ 計画の背景と目的 

本学校施設は、平成 17年に 3校統合により建設され、築年数が２０年以内の為顕著な老朽

化は見受けられませんが部分的な老朽化が進んでおり、10年以内に大規模な改修が必要と予想

されます。 

また、近年の教育環境の多様化は、時代の流れに伴う生活様式の変化と相まって、学校施設

自体の使いづらさや機能の低下にも影響している状況にあり、このことは、全国的な共通の課

題となっています。 

このような中、本町の学校施設についても今後の老朽化対策や維持管理について検討すべき 

時期を迎えており、従来までの施設に不具合があった際に保全を行う「事後保全型」の管理か 

ら計画的に施設の点検・修繕を行い、不具合を未然に防ぐ「予防保全型（長寿命化型）」へ転 

換し、現有施設を長期間使用することによって施設整備に係るコストを総合的に抑制していく 

必要があります。 

このようなことから、より良い教育環境の確保とともに、老朽化した施設の効率的・効果的 

な再生による中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及び予算の平準化を図るこ

とを目的として「塩谷中学校長寿命化計画」を策定します。 

 

１．２ 計画の位置付け 

平成２５年１１月に国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」¹において、各自治体はイ

ンフラの維持管理・更新等を推進するための行動計画として「公共施設等総合管理計画」を策

定することとされました。 

本町では、本町の最上位計画である「塩谷町総合戦略」に基づき、平成２９年３月に公共施

設やインフラ全体における整備の基本的な方針として「塩谷町公共施設等総合管理計画」を策

定しました。 

本計画は、「塩谷町教育大綱」と整合を図りながら、「塩谷町公共施設等総合管理計画」の中

の学校施設に関する個別計画として位置付けられるものです。 

 

１：老朽化対策に関する政府全体の取組みとして、平成２５年６月に閣議決定した「日本再興計画」に基づき、

インフラ老朽化対策の推進に関する関係官庁連絡会議において、同年１１月２５日取り纏められた基本計画。 
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１．３ 計画期間 

本計画においては、今後、学校施設が更新時期を迎える中、部位別や学校別の優先順位を考

えながら、長寿命化により維持管理等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図り、令

和１（２０１９）年から令和４０（２０５８）年の４０年間の長期方針と今後１０年間の具体

的な整備計画を策定します。 

なお、社会情勢や教育環境の変化等に応じ、原則として１０年ごとに見直しを行うこととし

ます。 

 

１．４ 対象の学校等施設 

 町内の小学校・中学校の校舎、屋内運動場とし、倉庫や外部トイレ等の小規模な建物は対象

外とします。 

                            〈Ｈ３０計画策定時〉 

施設区分 学校等数 施設数 

小学校 3校 11棟 

 棟5 校1 校学中

 棟61 校4 計
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２.学校施設の実態 

 

２．１ 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

２．１．１ 対象施設一覧 

Ｒ０１.５.１現在

名   称 住   所 児童生徒数（人） 学級数（学級） 

小 

学 

校 

1 玉生小学校 塩谷郡塩谷町玉生 395 １６８ ７ 

2 船生小学校 塩谷郡塩谷町船生 3360 １２１ ６ 

3 大宮小学校 塩谷郡塩谷町大宮 2166 １５６ ６ 

 ９１ ５４４ 計 校学小

中 

学 

校 

1 塩谷中学校 塩谷郡塩谷町飯岡 1248 ２４７ ９ 

 ９ ７４２ 計 校学中

合   計 ６９２ ２８ 
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２．１．２ 本町の人口及び年齢３区分人口 

本町の人口は、少子高齢化の状態が続いており、今後も老年人口の増加及び年少人口の減少

が予想されます。 

また、生産人口においても、昭和６０年以降は減少傾向にあり、今後も同様に減少すること

が予想されます。 

総人口に対する割合では、平成１２年には老年人口が約２３％、生産人口が約６２％、年少

人口が約１５％であったものの、４０年後の令和２２年には老年人口が約４３％、生産人口が

約４９％、年少人口が約８％と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27年 9月塩谷町人口ビジョン 
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3204 3260 2974

2569
2127

1687 1437 1208 1005 850 734 649 575 502 429 363 310

9914 9841
9433 9214

8832
8287
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6677
5807

5190
4382 4200

3725
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2946 3211 3415 3489 3774 4024

3969 3771 3530 3254 2978 2718 2479 2178
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S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

年齢３区分人口の推移

総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口
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２．１．３ 児童・生徒数及び学級数 

児童・生徒数については、平成 26 年以降と比較すると、現在は約 18％減となっております

が、この先５年間においても同様の減少傾向で推移するものと考えられます。 

また、学級数についても、児童・生徒数に比例し、減少傾向となっておりますが、この先５

年間においては、ほぼ横ばいの状態が続くと考えられます。 

 

 

資料：学校教育課 

 

 

資料：学校教育課 
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２．１．４ 学校施設の配置状況 

学校施設は、玉生地区に３施設（小学校１校、中学校１校、給食センター１施設）、船生地

区に２施設（小学校１校、学校教務課１施設）、大宮地区に１施設（小学校１校）が配置され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        資料：塩谷町公共施設等総合管理計画 
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２．１．５ 町の財政状況の傾向 

  歳入における自主財源の根幹となる町税の収入は、概ね横ばいで推移しておりますが、今後

は少子高齢化の状態が続き、生産人口の減少が予想されることから、町税収入の伸びは見込め

ない状況にあります。 

  また、歳出においても、町税収入の増加が見込めない中で、高齢化による民生費の増大が予

想される財政運営状況の下、普通建設事業費の確保は難しくなると見込まれることから、学校

施設整備事業費においてもコストを削減していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画調整課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：企画調整課 
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２．１．６ 施設関連経費の推移 

平成２６年度から平成３０年度の過去５年間の本中学校施設における施設関連経費におい

て、維持修繕費については年間６１万円から１０９万円、光熱水費等は年間６３８万円から７

６２万円とほぼ一定しています。 

今後の維持・更新コストを算出する上では、老朽化施設の対応に必要となる維持修繕費及び

光熱水費をそれぞれの平均値で設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

≪  施 設 関 連 費  ≫         （単位：万円） 

  
平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

維持修繕費 ６１ ６５ ７１ １０９ ７５

光熱水費 ７５０ ７１８ ６３８ ６７７ ７６２

施設関連経費合計 ８１１ ７８３ ７０９ ７８６ ８３７

 

維持修繕費の平均（5年間） 平均７６万円/年 

光熱水費の平均（5年間） 平均７０９万円/年 

 

 

 

5 年間の平均 

8.0 億円/年 

61 65 71 109 75 

750 718 638 
677 762 

0
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200
300
400
500
600
700
800
900
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万

中学校施設関連経費

施設修繕費 光熱水費
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２．１．７ 学校施設の保有量 

本計画においては、昭和５７年以降の新耐震基準建物５棟、延べ床面積約１.１万㎡を対象

とします。 

＜Ｒ１計画策定時＞ 
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２．２ 学校施設の老朽化状況の実態 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」に基づき、学校施設を構造躯体の

健全性と躯体以外の劣化状況の２つの観点から調査を実施し、老朽化状況の実態を把握した上

で「長寿命化」もしくは「改築」の判定をします。 

さらに、改修方針の検討及び今後の維持・更新コストを試算します。 

 

２．２．１ 構造躯体の劣化状況調査 

（１）構造躯体の評価基準 

 長期間にわたって建物を使用するためには、構造躯体が健全でなければ必要な安全性は確保 

できません。 

耐震診断実施済みの建物については、その調査資料を基に、また未実施の建物については、

調査を行い構造躯体の健全性を把握し評価します。 

 

 長寿命化判定フロー  
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（２）評価方法 

建築物は、構造躯体の健全性が確保されてはじめて長期間使用することができますが、施工

方法やその後の使用状況、立地環境により使用できる年数が異なります。 

このため、長寿命化の可否を判定するためには、建物ごとの構造躯体の健全性を評価する必

要があります。 

健全性の評価にあたっては、専門知識を有する技術者が耐震診断報告書や現地調査、材料試

験の結果をもとに判断します。 

調査実施に際して、耐震診断実施済の建物は既存の調査資料から、未実施の建物のうちＲＣ

造の場合は、壁からのコア抜き、Ｓ造の場合は、軸ブレースのたわみや躯体の錆状況・柱梁の

接合部を目視確認することにより、健全性の調査を行います。 

これらの調査結果に基づき、ＲＣ造の場合はコンクリート圧縮強度、中性化深さ、Ｓ造の場

合は鉄骨の腐食状況によって長寿命化に適する建物かどうかを判定します。 

ＲＣ造における調査方法（コア抜き・柱斫り）とＳ造における調査方法については、次のペ

ージから説明します。 

 

１）圧縮強度（数値が大きいほど強い） 

コンクリートの圧縮強度が１３．５N/㎟を下回る場合には、十分な強度とはいえず改修に適

さないことから、調査結果及び過去の耐震診断結果により、１３．５N/㎟以上を「長寿命化が

可能」と判定します。 

２）中性化深さ（数値が小さいほど健全） 

大気中の二酸化炭素がコンクリートに侵入し、中性化が内部の鉄筋まで進行すると、鉄筋の

腐食によりコンクリートと鉄筋の一体性が失われ、建物が本来の力を発揮できなくなることか

ら、長期間の使用に支障をきたす恐れがあります。 

 このためコンクリートの中性化深さが内部鉄筋の表面に及んだ時点とし、３ｃｍ未満の場合

を「長寿命化が可能」と判定します。 

３）鉄骨の腐食状況  

Ｓ造の場合には鉄骨の腐食状況を確認し、著しい腐食が確認できなければ、「長寿命化が可

能」と判定します。 

※圧縮強度とは・・・・・・コンクリートがどれだけの力（重さ）に耐えられるかを示した値であり、改修工

事（耐震補強）を行うことができる最低圧縮強度は１３.５N/㎟以上とされてい

る。 

※日本建築防災協会の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」による。 

※中性化とは・・・・・・・コンクリートが空気中の二酸化炭素の作用を受けてアルカリ状態を失っていき、

酸性へ傾く現象。許容値（３cm）を超えると、鉄筋が腐食しやすい状態にあると

いう意味であるが、直ちに建物強度が損なわれるという意味でない。 
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   コア抜き手順　 (原則、柱間の耐震壁から採取する。）

試験場にて、コアの圧縮強度試験を
行う。

フェノ－ルフタレインを噴霧器にて
散布し、コンクリ－トの表面から呈
色境界線までをスケ－ルで測定し中
性化深さとする。

コアの直径は原則として100mmとす
る。

供試体の長さが、直径の2倍となる
ように採取することを標準とする
が、壁厚さ等が小さい場合には供試
体の長さが直径の1倍になるように
採取する。

コア採取後は、無収縮モルタルで充
填し、硬化するのを待つ。

無収縮モルタルが硬化後、既存の仕
上げ材にならって、表面を塗装補修
して完了する。

鉄筋探査機により、
鉄筋の位置を確認する。

鉄筋の位置にマスキングテープを貼
り、コアが抜ける位置を決める。

その際、出来るだけコアに鉄筋が混
入しない位置で行う。

コアの中心位置、上下方向が分るよ
うに印をつける。

コア抜き機械により、コアを採取す
る。
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　調査に基づいて健全性の評価を行なった結果、全ての項目の評価基準を満たしており、

校内施設全てにおいて「長寿命化が可能」となりました。

　１３．５N/mm
2
を上回る結果であったため「長寿命化が可能」

　コンクリート中性化深さが内部鉄筋の表面に及んだ時点とする。

　中性化深さが３cmを下回る結果であったため「長寿命化が可能」

　診断結果資料と現地調査（鉄骨の錆びを目視で確認し、腐食状況を確認する。）

1)圧縮強度 2)中性化深さ 3)鉄骨の

(N/mm2) (cm) 腐食状況

普通教室棟・昇降口棟 H16 15 R1 50.3 1.2 － 長寿命化

ランチルーム・図書館棟 H16 15 R1 59.1 0.6 － 長寿命化

1R5161H場動運内屋 54.5 0.8 － 長寿命化

－2.27.821R5161H室部 長寿命化

 (３)評価結果

果結価評度年査調数年築学校名 施設名

１）圧縮強度

２）中性化深さ

３）鉄骨の腐食状況

建築年

評価結果（構造躯体の健全性）

塩谷中学校
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２．２．２ 構造躯体以外の劣化状況調査 

（１）評価基準 

専門知識を有する技術者が現地調査を実施し、屋上及び屋根、外壁、内部仕上げについては

目視状況により、電気設備、機械設備については部位の全面的な改修年から経過年数を基本に

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価します。 

また、調査前に学校側から不具合箇所の聴取をすべく、関係者からの不具合状況調査表を提

出してもらい、現地にて調査確認を実施します。 

調査・点検の項目・箇所については大きく分けて下記５つの項目に分けられます。 
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 下記の調査様式を使用し部位別に健全度の評価を行いました。 
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【屋上及び屋根、外壁、内部仕上げ】 

目 視 状 況 に よ る 評 価 

 準 基 価 評

Ａ 概ね良好 

Ｂ 部分的に劣化（安全・機能上問題なし） 

Ｃ 広範囲に劣化（安全・機能上不具合発生の兆し） 

Ｄ 早急に対応する必要がある（安全・機能上問題あり） 

  

【電気設備・機械設備】  

経 過 年 数 に よ る 評 価 

 準 基 価 評

Ａ 20年未満 

Ｂ 20～40年 

Ｃ 40年以上 

Ｄ 経過年数に関わらず著しい劣化事象がある 

 

 （２）健全度の算定 

  各建物の５つの部位について劣化状況を４段階で評価し、１００点満点で数値化した評価

指標とします。 

 【部位の評価点】 

評 価 点 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

100 75 40 10 

  

【部位のコスト配分】 

部 位 屋根・屋上 外 壁 内部仕上げ 電気設備 機械設備 計 

コスト配分 5.1 17.2 22.4 8.0 7.3 60 

  

【健全度】 

総和（部位の評価点×部位のコスト配分）÷ 60 
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構造躯体以外の劣化状況評価 
及び状況写真 

（状況写真） 
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 評価結果表

れ割びひな的分部・好良ね概・草雑に等地目、溝水排・

好良ね概・好良ね概・好良ね概・

好良ね概・好良ね概・草雑に等地目、溝水排・

好良ね概・好良ね概・れ割びひな的分部・

屋内
運動場

AAB

※A, B, C, Dは劣化状況評価を示す。

塩谷中学校

屋根・屋上 外壁 内部仕上

普通教室
棟

BAB

ランチ
ルーム・

図書館棟
AAA

昇降口棟 AAB
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 評価結果表

好良ね概・好良ね概・好良ね概・

塩谷中学校

屋根・屋上 外壁 内部仕上

部室 AAA

※A, B, C, Dは劣化状況評価を示す。
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２．３ 劣化度調査総評 
２．３．１ 構造躯体の評価 

構造躯体の健全性について、圧縮強度、中性化深さにより調査した結果、圧縮強度について

は、全ての中学校施設で十分な耐力があり、中性化についても３cm 未満のため、長寿命化が

可能であることが確認されました。 

 

２．３．２ 構造以外の評価 

屋根・屋上、外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備の劣化度状況において、学校施設のほ

とんどが、「Ａ（概ね良好）」又は「Ｂ（部分的に劣化）」の判定であり早急な修繕計画は必要

とされませんが、健全度の低い施設から優先的な対策が必要となります。 

 

２．３．３ 総評 

今回の構造躯体の調査結果では、全ての中学校施設において健全であり長寿命化が可能であ

ることが確認されました。 

構造躯体以外の部分では、施設のほとんどがＡ、Ｂ判定であるため、全体的には概ね良好と

なります。 

施設の中には、湿式のトイレもあり、清掃し易い乾式への改修を進めるとともに、和式、洋

式の設置比率や環境への配慮（ＬＥＤへ変更、自動水洗による節水等、バリアフリーなど）に

ついて、適切に決定していくことが必要となります。 
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３.学校施設の目指すべき姿 

 

学校施設は、将来を担う児童・生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、災害発

生時には、地域住民の応急避難所となる役割を果たすことから、その安全性の確保は極めて重

要であります。 

このような中、「第 5 次塩谷町振興計画」における学校施設の取扱いについては、安全で、

安心して利用できる学校施設を整備し、塩谷町で子育てがしたくなるような教育環境を充実す

る。を基本方針に掲げています。 

また、「塩谷町教育大綱」では、安全で安心して利用できる学校施設を整備し安心して学校

に通わせることのできる環境を整えるとともに、社会教育施設、社会体育施設の維持管理を継

続する方針の下、老朽施設の計画的な改修や整備、防犯対策などを進めるとともに、ＩＣＴ環

境や学校備品等の充実に努めることとしています。 

 以上のことから、本町における学校施設の目指すべき姿は次のとおりとします。 

 

３．１ 安全・安心な学校施設 

 子どもたちにとって安全な空間で快適な学校生活が送れるよう、また、地域住民を含めた学

校施設を利用する人にとっても安全な施設であることを目指し、施設の維持改善のための計画

的な改修を行います。 

 

３．２ 衛生的かつ機能的な学校施設 

 子どもたちの心身の健やかな成長を支えるため、衛生的かつ機能的な給食施設の整備をはじ

め、学校施設の防犯上の安全対策や教育環境等の改善についても計画的に進めます。 

 

３．３ 子どもたちの特性に配慮した学習環境 

 子どもたちにとってわかりやすい授業、学びやすい学習環境づくりを目指し、一人一人の特

性に応じるよう、ＩＣＴ機器を効率的に活用できる施設の整備を進めるとともに学校備品等の

充実を図ります。 

  

３．４ 地域拠点としての学校づくり 

 学校施設は、地域に根付いた公共施設であり、そこに通う子どもたちや地域住民がコミュニ

ティを形成する拠点となることから、その役割を果たすことができるよう、学校が立地する地

域特性や地域住民の意見等も踏まえながら、学校教育に供する機能を開放できる施設配置の整

備を進めます。 
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４.学校施設整備の基本的な方針等 

 

４．１ 学校施設長寿命化計画の基本方針 

「塩谷町公共施設等総合管理計画」において、公共施設等の管理基本方針を以下のように 

定めています。 

公共施設等の管理に関する基本的な方針 

(1) 現状や課題に対する基本認識 

① 将来の人口規模と町民ニーズに合った公共施設等の最適化 

② 公共施設等の安全性と機能性の確保 

③ 公共施設等の維持管理コスト・更新費用の軽減 

(2) 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 点検・診断等の実施 

② 維持管理・修繕・更新等の実施 

③ 安全確保と耐震化の実施 

④ 長寿命化の実施 

⑤ 統合や廃止の実施 

⑥ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築 

2 建築物系公共施設の施設類型ごとの管理の基本的な方針 【学校教育系施設】 

児童・生徒のよりよい教育環境の確保と効率的・効果的な学校施設の修繕による維持管理

経費の縮減・平準化を図る観点から、学校施設長寿命化計画を策定します。 

将来、児童数の減少を見据えて、玉生・船生・大宮小学校の統廃合について検討します。 

塩谷町立学校給食センターは、引き続き民間による業務委託を継続します。 
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４．２ 改修等の基本的な方針 

（１）学校施設の長寿命化の方針 

本町では、これまで不具合等の発生の都度、修繕を行う「事後保全型」の管理となっており

ましたが、施設の長寿命化と財政負担の低減・平準化を図るためには、事前に状況を把握した

上で計画的に修繕を実施する「予防保全型」の管理が必要となります。 

このようなことから、学校施設を快適な教育環境の下で、より長く使用するために、大規模

改造と長寿命化改良を組み合わせた定期的な改修を行うことで、不具合を未然に防ぐ「予防保

全型（長寿命化型）」への転換を目指します。 

そして、学校施設を健全な状態に保ちつつ、できるだけ長く利用するため、築２０年で大規

模改造を行い、築４０年で長寿命化改良を行うことを基本的な方針とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）築年数に応じた分類 
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（２）目標使用年数、改修周期の設定 

建物の税法上の耐用年数はＲＣ造で４７年、Ｓ造で３４年となっています。 

これは、減価償却費を算定するためのものであり、物理的な耐用年数は、「建築物の耐久計

画に関する考え方（社団法人日本建築学会）」によると、ＲＣ造では、適切な維持管理がなさ

れ、コンクリート及び鉄筋の強度が確保された場合には７０年～８０年程度、更に技術的には

１００年以上もたせることができるとされています。また、鉄骨造では錆に対するメンテナン

スを適切に実施することにより、ＲＣ造と同程度の長寿命化を図ることが可能とされています。 

以上のことから、建て替えまでの目標耐用年数を約８０年と設定します。また、各部位の改

修周期は「建築物のライフサイクルコスト（一般社団法人 建築保全センター）」の標準耐用

年数を参考に約２０年と設定します。 

 

「建築物のライフサイクルコスト（一般社団法人 建築保全センター）」の標準耐用年数 

    外壁                 ２０～３０年      屋上防水  ２０年～３０年 

    電気設備 受変電設備     ３０年        電灯設備       ２０年 

    機械設備 空調設備      ２０年        給排水設備         ２０年 
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老朽化対策を効率的・効果的に進める為の改修方法として、建て替え周期を８０年と設定し、

学校施設における築年数の経過でＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４グループに分類します。 
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５.基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

 

５．１ 改修等の整備水準 

本町における長寿命化計画に必要な整備水準については、「（３）学校施設の目指すべき姿」 

「（４）学校施設整備の基本的な方針等」に基づいて、学校施設の老朽化や改修履歴に応じ

て、以下のように定めます。 

 大規模改造 
長寿命化改良 

（大規模改造＋下記項目） 

概 要  経年劣化による損耗・機能低下の回復のための

改修工事 
経年劣化による改修工事と社会的

な要求に対応するための工事 

屋 根 
屋 上 

・既存防水の撤去・更新 
・劣化による修繕等 

左記大規模改造整備水準に下記事

項を加える 
 
 
【ＲＣ造】 
◯中性化の進行状況に応じた中性化

抑制対策と劣化補修 
・コンクリートの中性化対策 
・鉄筋の腐食対策 
・鉄筋のかぶり厚さの確保 
 
【Ｓ造】 
・鉄骨の腐食対策 
・接合部の破損の補修 
 
 
 
 
 
 
・エレベータ―の更新 

外 壁 
外部建具 

・外壁のクラック等の補修、塗り直し 
・外壁、外部建具周りのシーリングの撤去・新設

・外部建具の更新（竪樋改修、強化ガラス化等）

内 壁 
内部建具 

・内部クラック等の補修・塗り直し 
・内部仕上げは劣化状況に応じて修繕又は撤去・

新設 
・内部建具の更新（強化ガラス化等） 
・教室内の棚・家具については劣化状況に応じて

修繕又は撤去・更新 

電気設備 

・照明器具のＬＥＤへの更新 
・照明点検系統の細分化や人感センサー等の工夫

による消費電力の低減 
・自動火災報知機、感知器・防災盤改修 
・受変電設備の改修 
・故障、不具合等の修繕等 

機械設備 

・省エネルギー効果の高い機器への更新 
・受水槽、給排水管の撤去・更新 
・各階トイレ１カ所を和式としつつ段差解消、洋

式便器及び乾式床への更新 
・ランニングコスト低減に配慮した機器への更新

・故障、不具合等の修繕等 

安 全 
機 能 

・書棚やロッカー等の転倒防止対策による耐震化

・ＩＣＴ教材を使用するための設備の整備 
・敷地出入口や教職員の目の届きにくい場所への

防犯カメラの設置 
・フェンス等を設置することによる外部との領域

の明確化 
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５．２ 維持管理の項目・手法等 

学校施設の長寿命化を図るには、日常的・定期的に施設の清掃や点検を行い、機能や性能を

良好に保つことが必要になります。 

維持管理を日常的・定期的に行うことによって、異変の早期発見や建物の劣化状況の把握に

つなげることができ、改修計画等に反映することによって、施設の機能を一生にわたり、良好

に保つことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理 
分  類 

 容  内 目  項

維      持 

清     掃 
快適な環境を維持するため、材料の劣化原因（錆等）を除去する
ことにより、建物や機器の寿命を延ばす 

改修 ・修繕 
建物等の劣化及び機能低下した部分、部材を実用上、支障ない
状態に戻す 

点       検 

日 常 点 検 機器や設備についての異常の有無・兆候を発見する 

定 期 点 検 
機器や設備の破損、腐食状況等を把握し、修理・修繕等の保全
計画を立てる 

法 定 点 検 
自主点検では確認できない箇所や法的に定められた箇所につ
いて、専門業者による点検を行う 

臨 時 点 検 日常・定期点検以外に実施する臨時的な点検 

情 報 管 理 点検結果の保管
点検結果を集約し、点検や現状把握時に活用するとともに、改
修計画等に反映する 
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６.長寿命化の実施計画 

 

６．１ 実施計画の条件設定 

長寿命化の実施計画を決定する上で事業費の算定条件については、下記の改修単価を基に概

算金額を算出することとします。 

（単位：円／㎡） 

区分 校舎 体育館 

大規模改造 000,571005,28

長寿命化改良 008,871000,891

改築 000,892000,033

  単価については、刊季建築コスト情報、参考事業費（県内案件）、実績物件等から算出。 

 

６．２ 優先順位づけと実施計画 

 各学校改修における優先順位づけは、築年数及び過去の改修履歴を考慮して行うこととしま

す。 

また、劣化状況調査結果及び学校の適正配置（統廃合）を踏まえ、２０年を目安とした周期

による改修とし、棟単位による改修とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 実施計画は、必要に応じて見直しを行うこととしますが、原則１０年ごとに更新します。 
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６．３ 長寿命化のコスト見通しと効果 

従来型の建て替え中心の更新を行った場合のコストと長寿命化型の更新を行った場合のコ

ストを比較します。 

６．３．１ 従来型の維持・更新コスト 

（１）コスト算定条件 

   更 新 周 期：40年          改 築 単 価： 330,000円/㎡ 

   改 修 周 期：20年（大規模改造）   大規模改造単価：  82,500円/㎡ 

    

 

（２）従来型の維持・更新コスト 

従来型の「事後保全型」で整備を続けた場合、４０年間の維持・更新コストは５０億円、年

平均１．２億円と試算されます。 

また、今後１０年間の施設関連経費は１．３億円と試算され、対応策を検討する必要があり

ます。 
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６．３．２ 標準的な長寿命化型の維持・更新コスト 

（１） コスト算定条件 

更新周期：80年            改  築  単  価： 330,000円/㎡ 

改修周期：20年（大規模改造）    大規模改造単価：  82,500円/㎡ 

              40年（長寿命化改良）    長寿命化改良単価： 198,000円/㎡ 

 

（２） 標準的な長寿命化型の維持・更新コスト 

従来型から標準的な長寿命化型「予防保全型」へ転換した場合、４０年間の維持・更新コス

トは総額３６億円、年平均１億円となり、従来型と比較して約２８％の縮減が図れましたが、

年度ごとの施設関連経費にバラつきがあり、実行性がない状況にあります。 
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６．３．３ 平準化した長寿命化型の維持・更新コスト 

（１）コスト算定条件 

更新周期：80年            改  築  単  価： 330,000円/㎡ 

改修周期：20年（大規模改造）    大規模改造単価：  82,500円/㎡ 

              40年（長寿命化改良）    長寿命化改良単価： 198,000円/㎡ 

  

（２）平準化した長寿命化型の維持・更新コスト 

標準的な長寿命化を基に実行性があるものとするため、維持・更新コストの平準化を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平準化を踏まえ、今後１０年間の実施計画は次のとおりとします。 
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６．４ 従来型と長寿命型コスト比較の総評 

学校施設を長寿命化することにより、施設面・コスト面においては、次のような効果が期待

できます。 

 

施設面での効果  

・安心・安全の確保 

経年劣化により老朽化する施設について、「予防保全型」の管理に変換し、２０年ごとに計画

的な改修工事を実施することにより、機能・性能の維持向上が図れ、児童生徒の安心・安全を

確保することができます。 

 
・社会情勢に応じた改修 

計画的な改修によって、学習内容や学習形態、生活様式の変化、バリアフリー化、防災機能

強化等の対応を柔軟に行うことができます。 

 
コスト面での効果  

・将来的なコストの削減 

施設の長寿命化を行うことによって毎年度の負担を軽減するとともに、計画的な改修・修繕

によって予算の平準化が可能となり、財源不足を回避することができます。 

 
・修繕費用の抑制 

「予防保全型」の管理によって、突発的に修繕が必要となる案件が減少となり、修繕費用を

抑制することができます。 

 
その他の効果   

・従来型（改築）に比べて工期の大幅な短縮 

計画的な改修を行うことで、従来型より躯体等、構造部分の工事が大幅に減少するため、工

期の短縮を図ることができます。 

 
・従来型（改築）に比べて廃棄物の減少 

建物の長寿命化を図ることで、建て替え時に発生する建設廃棄物を抑制することができます。 

 
・長寿命化により、資産としての価値を高めることが可能 

 適切な改修が行われることで、施設の性能水準を保つことができます。 
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７.長寿命化計画の継続的運用の方針 
 

７．１ 情報基盤の整備と活用 
本計画を推進する上では、学校施設における情報の蓄積が重要となります。 

このため、学校施設の施設基本情報や工事情報、修繕履歴情報、さらには、日常点検や業務

委託による各種点検情報を毎年度更新しながら、予防保全型コスト算定や継続的な施設管理に

活用できるよう一元管理することとします。 

 

７．２ 推進体制の整備 

 公共施設等総合管理計画による全庁的な基準・方針を踏まえ、本計画を継続的に運用してい 

くため、学校と連携しながら学校教育課が中心となって関係部署と協議・調整を行い、本計画 

の取組を進めていくこととします。 

 

７．３ 財源の確保 
安全・安心で快適な教育環境を維持するためには、財政支出面で大きな負担となることから、 

今後も、国の補助事業や有利な地方債を積極的に活用し、財政負担の低減を図ることとします。 

 

７．４ フォローアップ 
本計画に基づき、学校施設整備を進めていくためには、計画（Ｐｌａｎ）→実施（Ｄｏ）→ 

評価（Ｃｈｅｃｋ）→改善（Ａｃｔｉｏｎ）のＰＤＣＡサイクルを確立することが重要です。 

 計画（Ｐ）：施設の現状を把握した上で、それを踏まえた実施計画を策定（１０年間） 

 実施（Ｄ）：実施計画に基づいた改修等の実施 

 評価（Ｃ）：実施効果を検証し、改善点の整理 

 改善（Ａ）：次期実施計画に反映 

 また、本計画は、学校施設改修等の優先順位を設定するものであり、実施にあたっては、 

市全体の財政計画の中で、実施年度及び事業費を精査するものとします。 

 さらに、事業の進捗状況・点検等結果を反映し、社会情勢や財政面を踏まえた上で、必要 

に応じて見直しを図るものとします。 
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